











































































































きた（6）。この理由として、大多数の会社は営業年度を 6 カ月として年 2 回
の配当を行っているが。上期下期の利益の不平均、期間的費用と基幹的収
益の対応の困難、決算および監査の労力の過重等の不利益を免れないた


























































































の株式会社である。原告 X 1 は被告会社の株式8000株（発行済株式総数の







社の代表取締役である A は原告 X 2 と婚姻関係にあったが、被告会社の
第12期の時期は A と原告 X 2 が別居した時期に相当し、被告会社の無配























































































（ 3 ）　田中亘『会社法』（東京大学出版会、第 2 版、2018年）407頁。
（ 4 ）　田中・前掲（注 3 ）427頁。
（ 5 ）　田中・前掲（注 3 ）426頁。








容に第126条第 1 項第 2 号イに定める事項が含まれていること（ 1 号）、②
1 号の会計監査報告に係る監査役会、監査等委員会又は監査委員会の監査
報告の内容として会計監査人の監査の方法又は結果を相当でないと認める
意見がないこと（ 2 号）、③第128条第 2 項後段、第128条の 2 第 1 項後段又
は第129条第 1 項後段の規定により第 1 号の会計監査報告に係る監査役会、
監査等委員会又は監査委員会の監査報告に付記された内容が前号の意見で
ないこと（ 3 号）、④計算関係書類が第132条第 3 項の規定により監査を受
けたものとみなされたものでないことが必要となる（ 4 号）。












（16）　Pr i i tS ander“DIVIDENDIPOLI ITIKASEADUSANDLIK
REGULATSIOONVÄIKEAKTSIONÄRIDEÕIGUSTEKAITSEL”（Legal
RegulationofDividendPolicy inProtectingMinorityShareholders’
Rights）. ─XIIImajanduspoliitikateaduskonverents（13thAcademic
ConferenceonEconomicPolicy）.BerlinerWißenschafts-Verlag,Mattimar
（2005）p.310.
（17）　田中・前掲注（ 3 ）407頁。
